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「構造計算ソフト/耐震診断ソフト 活用セミナー」

黄色本改訂に伴う変更点、入力や計算機能の改良、活用テクニック

説明資料（2015年10月版）

株式会社構造システム



本日の講習内容

１．[BUS‐5] 2015年版建築物の構造関係技術基準解説書改訂に伴う変更内容（P.3～）

２．[BUS‐5] 機能追加・改良項目（P.33～）

３．[BUS‐5] Ｑ＆Ａのご紹介（P.53～）

４．[BUS‐5] 活用ミニテクニック（P.60～）

５．[BUS‐基礎構造] 新製品 Ver.5 のご紹介（P.71～）

６．[WALL‐1] 活用テクニック、Ｑ＆Ａ（P.99～）

７．[DOC‐RC/SRC][DOC‐3次診断] 新機能、Ｑ＆Ａ（P.113～）

８．[DOC‐S] 新機能、Ｑ＆Ａ（P.137～）
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５
ご紹介内容

2015年版建築物の構造関係技術基準解説書に則した

「BUS‐基礎構造 Ver.5」の活用テクニック

• ５－１：液状化の恐れのある地盤に対する確認

• ５－２：基礎の変形に対する確認

• ５－３：終局時に対する杭の挙動に関する確認

• （付録）Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－１：液状化の恐れのある地盤に対する確認

くい基礎の設計においても中地震時の地震動に対する液状化の可能性を
判定し、液状化の発生が危惧される地盤については液状化による地盤の
水平抵抗の低減を行い、液状化時のくいの構造安全性を検討する。また、
液状化の程度や液状化によってくいの周面摩擦力が期待できなくなる層
厚などを加味して、鉛直及び引抜き方向の支持力に及ぼす液状化の影響
を評価する

2015年版建築物の構造関係技術基準解説書
P.433（6.7 基礎の耐震計算 6.7.3 液状化の扱い (2) くい基礎）

P.571（9.6 地盤及び基礎ぐい 9.6.3 基礎ぐいの許容支持力）

基礎ぐいの許容支持力算定時には，液状化のおそれのある地盤をその
算定範囲から除く必要があることに注意する。ここでの支持力算定上除外
すべき「地震時に液状化するおそれのある地盤」とは建築基礎構造設計
指針」1)に示されている液状化発生の可能性の判定に用いる指標値(Ｆｌ
値) により液状化発生の可能性があると判定される土層(Fｌ値が1以下とな
る場合) 及びその上方にある土層をいう。

72



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－１：液状化の恐れのある地盤に対する確認

Ver.4までの
・Fl値による液状化判定
・水平地盤反力係数khの低減係数
に加え、

・繰り返しせん断ひずみγcy、
・地表変位Dcy
・液状化指数PL値

を計算し、
液状化の程度および危険度を確認
できます。

また、液状化の判定対象とする層を
自動チェック、深度層ごとに直接指
定することもできます。
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－１：液状化の恐れのある地盤に対する確認

液状化するおそれがあると判定さ
れた深度層以浅の周面摩擦力を
０に設定し、杭の支持力計算時に
周面摩擦力を無視できます。
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－２：基礎の変形に対する確認

2015年版建築物の構造関係技術基準解説書
P.78（ 3.1 基礎 3.1.2 要求性能を満たすための設計条件 (3 ) 大臣が定
める構造計算による構造安全性の確認(第4項) ）

基礎のそれぞれの部分が独立に変形を起こすと、上部構造に予想外の
応力が発生し，建築物の障害の発生原因となる。そのためには，できるだ、
け沈下量を小さくし，許容変形量(沈下量)を超えないようにすることが必要
である。（中略）基礎の沈下には，一般に図3.1‐3のような一様沈下・傾斜

沈下・相対沈下がある。（中略）相対沈下量と 大沈下量との間にはある
程度の相関が見られるとして，両方の数値が示されている。いずれも必ず
しも絶対的な数値ではないが，各構造種別における経験的な許容値の目
安と考えることができる。なお通常は表中の標準値(構造部材が不同沈下
によって大きなひび割れ等の支障を生ずるおそれのある数値)を用い，

大値については，ひび割れについて特に検討を加えて支障とならないこと
を確認した上で許容値とすることができる。
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－２：基礎の変形に対する確認

2015年版建築物の構造関係技術基準解説書
P.79（ 3.1 基礎 3.1.2 要求性能を満たすための設計条件 (3 ) 大臣が定
める構造計算による構造安全性の確認(第4項) ）
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－２：基礎の変形に対する確認
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－２：基礎の変形に対する確認
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５．ＢＵＳ‐基礎構造 Ver.５

５－３：終局時に対する杭の挙動に関する確認

2015年版建築物の構造関係技術基準解説書
P.432（ 6.7 基礎の耐震計算 6.7.1 基礎の耐震計算の原則 大地震時の地
盤と杭の挙動に関する留意点）

大地震時の地震動が作用する場合の地盤とくい(基礎) の挙動については

各方面で研究が進められているが，地盤の非線形性やくい頭の固定度等，
モデル化の難しい要素が絡むため，簡便で一般的な計算方法は提案され
るに至っていない。したがって，現状では，上部構造の耐震設計ルート(二
次設計)に相当するような区分は地下部分にはなく，地上部分について保

有水平耐力を確認する場合にも対応する基礎の設計は要求されていない。
しかしながら，上部構造の終局時の検討で基礎固定の条件等を仮定する
ならばそれに対して十分な性能を持たせるべきであるし，重要な建築物等
で法令上の要求の他に大地震後の継続使用性などを目標性能とすること
もある。このような建築物の設計にあたっては，転倒モーメントによる浮き
上がりやくいの引き抜き力を生じる可能性，あるいは液状化など地盤変動
の可能性を考慮して，文献2)，3)等を参考に，必要に応じ終局時の状況を
想定した検討を行う。 79



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－３：終局時に対する杭の挙動に関する確認

BUS‐5の上部構造とBUS‐基礎構造の杭基礎と地盤一体としてモデル化
「上部構造～杭～地盤系一体解析」

＋
BUS‐基礎構造Ver.5からの新機能

「杭頭接合部（パイルキャップ）の復元力特性」
↓

「上部構造～杭頭接合部～杭～地盤系一体解析」
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－３：終局時に対する杭の挙動に関する確認

※「BUS‐5（ＲＣ/ＳＲＣ/Ｓ造建物の一貫構造計算プログラム)(別売）」と併用した場合のみ使用
できる機能です。BUS‐基礎構造プログラムのみでは使用できません。
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

５－３：終局時に対する杭の挙動に関する確認

※「BUS‐5（ＲＣ/ＳＲＣ/Ｓ造建物の一貫構造計算プログラム)(別売）」と併用した場合のみ使用
できる機能です。BUS‐基礎構造プログラムのみでは使用できません。

杭頭接合部モデル化なし 杭頭接合部モデル化あり
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５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録）Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

83

No 項 目 内 容

部材入力

1 ２重スラブを想定した杭基
礎とべた基礎の配置

２重スラブを想定し、同位置（節点）に対して杭基礎とべた基礎を配置した場
合の基礎重量や材料、基礎下端レベル等を、杭基礎とべた基礎で個別に入
力できます。

荷重

2 根入れ効果による
水平力の低減率の
初期値

基礎計算用水平力の根入れ効果による低減率の初期値
を自動から0.0に変更し、低減しない層せん断力に対して

計算することをデフォルトにしました。また、外部階段など、
支点や軸交点以外の任意点に配置された杭基礎の水平
力の負担方法を「剛床仮定による分配後せん断力」とした
場合は、属する剛床の根入れ効果による低減率を考慮し
ます。

3 基礎多剛床(同一水
平変位)、基礎独立

水平変位の負担水
平力の分配率

「基礎層水平力を長期基礎計算用軸力に比例するものと
して分配する」、または「属する節点（支点）に集中するせ
ん断力の合計を負担する」のいずれかを選択できます。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧
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No 項 目 内 容

土質柱状図

4 細粒分含有率 土質種別ごとではなく、Ｎ値と同様の深度ピッチで細粒分
含有率を入力することができます。

液状化判定計算

5 計算対象とする層
の条件の指定

砂質土で細粒分含有率35％以下、地盤面から20mの深さ
以浅、地下水位以深、Ｎ値15以下などの条件を満たす土

質層を液状化の判定の対象とします。また、前述の条件
によらず特定の土質層を計算対象または対象外とするこ
ともできます。

6 液状化する深度層
以浅の摩擦力を無
視

液状化するおそれがあると判定された深度層がある場合、
土質柱状図上の該当する深度層およびその上方にある
すべての深度層の周面摩擦力を０に設定し、杭の支持力
計算時に周面摩擦力を無視できます。

7 Ｄcy値、ＰL値 繰り返しせん断ひずみγcy、地表変位Ｄcy、液状化指数ＰL
値を計算し、液状化の程度および危険度を確認します。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

85

No 項 目 内 容

杭の支持力計算

8 平均Ｎ値の計算方
法

先端平均Ｎ値および杭周面摩擦力計算時の平均Ｎ値の
計算方法を、加重平均または単純平均の何れかから選
択できます。

9 周面摩擦力を無視
する長さ

ユーザー定義式において、杭の周面摩擦力計算時に杭
先端から上方に摩擦力を無視する長さを直接入力できま
す。

10 材料から決まる支
持力計算時の断面
積

杭の材料から決まる許容支持力計算時の杭断面積に、
実断面積または換算断面積の何れかを選択できます。

11 群杭効果を考慮し
た支持力

国土交通省告示1113号および建築学会基礎指針に基づ

く、群杭効果を考慮した押込み方向の支持力を計算でき
ます。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

86

No 項 目 内 容

杭の支持力計算

12 沖積層の考慮 押込み方向および引抜き方向の支持力計算において、沖
積層以浅の地盤の摩擦力を考慮するか無視するかを指
定できます。また負の摩擦力を計算するかどうかも指定で
きます。

13 支持力の低減率 単杭による低減や隣接地による低減など、架構内に配置
されている杭の本数や配置位置ごとに支持力の低減率を
個別に指定できます。

14 支持力の丸め 支持力計算共通条件(KBCﾚｺｰﾄﾞ)に計算結果値（採用値）

を丸める際の基準となる値｢丸めの基準値｣を追加しまし
た。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

87

No 項 目 内 容

地盤の支持力計算

15 層状地盤(２層地盤)
の支持力計算

基礎底面下の地中応力の影響範囲は基礎幅の２倍程度
の深さまでですが、その深さまでの地盤が設計上一様と
見なせない場合、設計者の判断により層状地盤(２層地
盤)として検討できます。

杭基礎、独立基礎、布基礎の自動生成計算

16 必要杭本数、必要基礎底
算定計算

基礎寸法算定計算条件(KS1、KS2、KS3ﾚｺｰﾄﾞ)に｢せいの決め方｣項目を追加
し、基礎が自動生成される際の基礎せいを基礎幅等の倍率ではなく、基礎せ
いそのものを直接入力できるようにしました。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

88

No 項 目 内 容

杭の計算

17 ＴＢ耐震杭 杭符号において上部配筋が入力されている場合は鋼管
鉄筋コンクリート杭、入力されていない場合は鋼管無筋コ
ンクリート杭として計算できます。

18 ＲＣ杭 杭データベースのユーザー定義杭の杭種に「ＲＣ杭」を追
加し、ＲＣ杭としての断面性能の入力、および断面検討が
できます。

19 せん断力の割増率 既製コンクリート杭のせん断力の割増率をPHC、PRC、
CPRC、SCの種類別に設定できます。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

89

No 項 目 内 容

杭の計算

20 場所打ち系杭のせん断力
検定NG時のメッセージ

rQa1＝cA/κ･cfs
rQa2＝b･j{cfs＋0.5･wft(ｐw－0.002)}
①rQa1
②max(rQa1, rQa2)
場所打ち杭の場合
①と②の２段階チェック
①NG、②OKの場合→ 警告メッセージW‐K700
②NGの場合 → エラーメッセージF‐K700

ＳＢ耐震杭、ＴＢ耐震杭の場合
①のみチェック
①NGの場合 → エラーメッセージF‐K700



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

90

No 項 目 内 容

杭頭接合部の計算

21 ＳＢ、ＴＢ耐震杭 ＳＢ耐震杭およびＴＢ耐震杭の杭頭接合方式が｢主筋定
着方式２｣の場合、杭本体鉄筋コンクリート部の主筋（内
蔵鉄筋）と鋼管部に溶接するアンカー筋の２重配筋を考
慮した計算ができます。また、ＴＢ耐震杭については鋼管
コンクリートと鉄筋コンクリートの継手部の計算も行います。

22 施工誤差の考慮 杭頭接合部の基礎フーチングコンクリートの水平方向パ
ンチングせん断応力度計算時において、水平方向の押込
みせん断力に抵抗する基礎フーチングの有効厚さ、つま
り杭外周面から基礎縁までの水平距離である 小縁空き
に施工誤差を考慮できます。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

91

No 項 目 内 容

杭基礎の計算

23 設計用応力計算時
に採用する反力

基礎フーチングの設計用せん断力は、応力算定位置（柱
面）から外側にある全杭の反力としますが、その反力とし
て基礎重量を含む杭頭から上部にあるすべての重量に
対する杭軸力を採用するのか、基礎鉄筋を含めて一体に
打設される基礎フーチングの自重は基礎フーチングに応
力を生じさせないものと考え、基礎重量を含まない杭反力
を採用するのかを指定できます。

24 杭頭曲げモーメント
の基礎負担

基礎ばりがない場合などで杭頭曲げモーメントを基礎で
負担する際、「杭反力・杭軸力の付加軸力に加算する」、
または「柱面からの片持応力の設計用曲げモーメントに
加算する」のいずれかを選択できますが、１本または複数
本杭が一列（直列）に並ぶ杭基礎で該当する方向に対し
て曲げを受ける杭がない場合などの加算方法をプログラ
ムが自動的に判断する指定を追加しました。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧

92

No 項 目 内 容

杭基礎の計算

25 せん断応力度計算
用幅

せん断力に対する計算は、柱面からの片持応力算定範
囲に含まれる各杭位置（柱面に対して平行な杭列）の算
定幅、有効せいに対して計算し、応力度比が 大となった
位置を結果とします。

26 ねじりの計算 水平力作用時に杭から伝わる応力によって、フーチング
に生じるねじりモーメントおよび水平曲げモーメントに対す
る検討を行う際の 大せん断応力度の計算式を「Bachの
近似式」「Hsu式の変形式」のいずれかから選択できます。
また、RC規準の 小補強筋量を配置したはりの算定方法
に基づく検討も行います。

27 ねじりの計算条件 ねじりの検討は基礎ばりが配置されていない方向に対し
て検討しますが、指定により基礎ばりの有無によらず、ね
じりの検討を行えます。



５．ＢＵＳ-基礎構造 Ver.５

（付録） Ver.4からの機能拡張・改良項目一覧
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No 項 目 内 容

出力

28 計算結果帳票の
用紙向き

帳票形式の計算結果表を用紙に対して、横、縦のいずれの
向きで出力するかを選択できます。

29 大・ 小出力 出力方法が｢ 大・ 小出力｣の場合、架構内に配置されて
いる基礎または杭符号ごとに全荷重ケースを通して杭軸力
または接地圧が 大または 小となる位置の基礎または杭
の断面計算結果を代表して出力しますが、出力項目の特性
にしたがって検定比が 大または 小となる位置の結果を
代表して出力するよう変更しました。

30 荷重組合せ後の
応力の出力

杭の応力計算結果において、鉛直、地震など荷重ケース時
の応力結果だけではなく、断面計算時に考慮する長期、短
期地震など荷重ケース組み合せ後の結果も出力できます。

31 検定比 計算結果表において、存在応力(度)と許容応力(度)を並べ
て出力し、OK/NG判定を表記していましたが、余裕度を見る
ために存在応力(度)/許容応力(度)の検定比の出力を追加
しました。
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出力

32 荷重点から柱面までの距
離の出力

計算書｢KA‐4.2 杭軸力・杭反力｣において、｢荷重点から柱
面までの距離edi｣項目に()付で杭心から柱面までの距離
を出力するようにしました。

33 帳票上への計算条件の出
力

計算書｢KA‐4.2 杭軸力・杭反力｣の記号説明表において、
基礎フーチング・スラブ応力計算条件(KC2)の｢柱面からの

片持応力計算処理｣の指定内容を追加出力するようにし
ました。

34 断面2次モーメントの記号 以下に示す計算書上の断面２次モーメント｢I｣の表記を、
杭応力計算条件(KC1ﾚｺｰﾄﾞ)の｢杭体応力計算時に使用す
るＩ｣の指定に従って、断面２次モーメント｢I｣または換算断
面２次モーメント｢Ie｣に表記を切り替えるよう変更しました。
｢KA‐4.3.2 杭１本当りに作用する水平力｣
｢KA‐4.4.2 杭の変位・応力表｣
｢KA‐4.4.3 杭各部の変位・応力表｣
杭単独計算結果
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出力

35 先端支持地盤に関するエ
ラーメッセージ

多層地盤モデル時の杭の応力計算において、警告メッ
セージ「W‐K554：土質柱状図[○]に杭先端支持層または
Ｎ値入力がありません。(杭先端深度[△m])」に土質柱状
図の入力深度範囲を追記するよう変更しました。

※設計地盤面からの深度に杭先端深度を入力するユー
ザーが多いため。

36 一般杭名称の表記 出力条件(KC1ﾚｺｰﾄﾞ)の｢杭種名称出力方法｣の指定が｢一

般名称｣である場合、杭名称の後ろに括弧付きで基準強
度Fcや鋼管材質名を付記するよう変更しました。

37 土質柱状図、杭長の伏図
形式一覧

計算書｢KA‐4.3.1 杭頭剛性番号一覧｣において、｢柱状図

名｣「杭長」項目を追加し、当該位置に配置されている土
質柱状図や杭長を確認できるようにしました。
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出力

38 算定計算実行時のメッ
セージ

架構内に配置されている杭または基礎に対して算定計算が実行された場合
は、注意メッセージ｢C‐K102：基礎計算共通条件において、○の計算種別が
｢算定計算｣に設定されています。予め入力されている鉄筋量(または杭種、
鋼管厚)ではなく、存在応力に対して必要な 小鉄筋量(または杭種、鋼管厚)
を求めます。(計算終了後に選択により、算定結果を符号に格納します)｣を出
力するようにしました。

39 杭データベース上の断面
性能出力

杭データベースの諸元値一覧ＣＳＶ出力を追加しました。
なお、架構内に実際に配置されている杭の諸元のみを出
力の対象とします。

40 杭の変位・応力図への凡
例の追加

計算書｢KA‐4.4.1 杭の変位・応力図｣に図中に標記されて
いる記号の説明を追加しました。
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41 鉄骨材料表記 計算書｢KI‐2 基礎使用材料、材料・地盤の許容応力度｣等
｢鉄骨｣表記を｢鋼管｣に変更。

42 沈下量の単位 沈下量計算結果はm単位としているが、cm単位で出力す
るよう変更。

43 杭計算結果のNmax、
Nmin

杭の計算結果においてNmaxとNminが同値である場合、

審査機関に指摘と説明を求められるため、以下の説明文
を追加。
‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐
※設計用軸力Nmax、Nminについて

曲げモーメントを基礎で負担するとした場合には、杭に曲
げモーメントによる付加軸力が作用し、フーチング底に配
置されている群杭の杭位置ごとに杭軸力は異なるため、
Nmax≠Nminとなります。１本杭および曲げモーメントを基
礎で負担しない場合は、Nmax＝Nminとなります。
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「BUS‐5」と「BUS‐基礎構造」の併用

44 杭の施工誤差によ
る偏心モーメントを
考慮した基礎ばり
の断面検討

基礎構造計算終了後、上部構造の許容応力度計算を行
うことにより、杭の施工誤差により生じた偏心曲げモーメ
ントを設計用応力に絶対値加算し、基礎ばりの断面検討
を行うことができます。

45 許容応力計算時の
弾塑性解析

上部構造～杭～地盤系一体解析において、保有耐力計
算時に加え、許容応力計算においても水平地盤バネの弾
塑性を考慮した解析ができます。

※「BUS‐5（ＲＣ/ＳＲＣ/Ｓ造建物の一貫構造計算プログラム)(別売）」と併用した場合
のみ使用できる機能です。BUS‐基礎構造プログラムのみでは使用できません。

※No.44 は、DB6700では対応していません。
順次対応予定ですが、今しばらくお待ちください。
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ご清聴ありがとうございました。

2015年10月

(株)構造システム


